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平成 27 年度一般会計当初予算案の内容および特徴 

 

Ⅰ 一般会計予算の内容 

 
（ア）歳入予算の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）主な歳入の状況  

 

 
 

法人二税は、前年度に引き続き、円安基調を背景にスマートフォンや自動車部品関連などの製

造業が好調に推移する一方、円安による原材料費の上昇の影響などにより、企業収益全体として

は慎重さが見られるももの、税制改正による法人事業税の税率引上げなどにより、29億円増（＋

7.9％）の 407 億円を見込んでいます。また、地方消費税については、税率引上げ分の影響が

平年度化することにより、86億円増（＋70.9％）の 209億円を見込んでいます。 

 

 

 

 

主なものとしては、都道府県間の財政力格差を是正するため地方法人特別税（国税）を再配分

する地方法人特別譲与税があり、平成 27 年度は、対前年度比 6 億円減（▲2.6％）の 229 億

円を見込んでいます。その他に地方揮発油譲与税を 20億円、石油ガス譲与税を 1億円計上して

います。 
 
 

地方譲与税 ▲6億円（▲2.5%、㉗250億円 ← ㉖256億円） 

 

県税 ＋109億円（＋7.7％、㉗1,520億円 ← ㉖1,411億円）    

資料 1-1 

県税

152,000

(28.2%)

地方消費税清算金

47,382

(8.8%)

分担金及び負担金

1,633

(0.3%)

使用料及び手数料

7,044

(1.3%)

財産収入

2,063

(0.4%)

寄附金

60

(0.0%)

繰入金

17,123

(3.2%)

繰越金

0

(0.0%)

諸収入

33,239

(6.2%)

地方譲与税

24,994

(4.6%)

地方特例交付金

670

(0.1%)

地方交付税

114,000

(21.2%)交通安全対策

特別交付金

480
(0.1%)

国庫支出金

58,053

(10.8%)

県債

79,809

(14.8%)

自主財源

260,544

(48.4%)

依存財源

278,006

(51.6%)

歳 入 合 計

5,385億 5千万円

（単位：百万円）

うち臨時財政対策債

34,300 (6.4%)
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本県の交付額は、基準財政需要額において、新たに、まち・ひと・しごと創生事業費が設けら

れたことや、公債費の増等も見込まれるものの、基準財政収入額における法人二税等が、地方財

政計画の伸び率を反映した増額算定となる見込みのため、前年度に比べ 20 億円減の 1,140 億

円を計上しています。 

（参考）地方交付税＋臨時財政対策債 1,483億円（対前年度比 ▲127億円 ▲7.9％） 

 

 

 

団体営農地農業用施設災害復旧事業費や子育て支援対策臨時特例交付金が減となるものの、医

療介護提供体制改革推進交付金や地域医療対策支援臨時特例交付金、農業就業近代化対策費など

の増等により、全体として 9億円増加しています。 

 

 

 

財政調整基金を36億円（平成 27年度末現在高見込額 105億円）、県債管理基金を 26億円

（平成 27年度末現在高見込額 78億円）取り崩すほか、福祉・教育振興基金を 10億円取り崩

すこととしています。 

また、その他の特定目的基金については、農地中間管理事業推進基金 21億円、地域医療介護

総合確保基金20億円取り崩すなど、引き続き、それぞれの基金の目的に沿って活用することと

しています。 

 

 
 

公共用地先行取得事業資金貸付金の元金利収入が増加となるものの、中小企業関係資金貸付金

の減等により、13億円減少しています。  
 

 

 

 
 

平成 27 年度は 798 億円で、対前年度比 10 億円の減となっています。このうち、臨時財政

対策債を除く県債は 455 億円で、対前年度比 97 億円の増を見込んでおります。これは、高校

再編等の進捗による学校建設や学習船「うみのこ」の建造、琵琶湖博物館のリニューアル工事に

取り組むことなどのほか、財源対策のための県債として、退職手当債および行政改革推進債を発

行することによるものです。また、地方交付税の振替として発行している臨時財政対策債は、対

前年度比 107億円減の343億円を見込んでいます。 

こうした結果、県債残高は、平成 27年度末に 1兆 842億円となる見込みで、このうち臨時

財政対策債を除く実質的な県債は、6,513億円となり、平成 26年度末見込みの 6,529億円よ

り、16億円の減となっています。 

 

  

繰入金 ▲37億円（▲17.7%、㉗171億円 ← ㉖208億円）         

 

地方交付税 ▲20億円（▲1.7％、㉗1,140億円 ← ㉖1,160億円） 

国庫支出金 ＋9億円（＋1.6%、㉗581億円 ← ㉖572億円） 

諸収入 ▲13億円（▲3.8%、㉗333億円 ← ㉖346億円） 

 

県債（臨時財政対策債含む）  ▲10 億円（▲1.2％、㉗798億円 ← ㉖808億円） 

県債（   〃   除く）  ＋97億円（＋27.1％、㉗455億円 ← ㉖358億円）      
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（ウ）歳出予算（目的別）の構成図      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

公共用地先行取得事業資金貸付事業費 ＋21.0 億円、平成 27年国勢調査費 ＋6.4億円、 

危機管理センター整備事業 ▲19.2 億円、未来成長拠点形成事業 ▲4.5億円 
 

 

 
 

滋賀県議会議員一般選挙執行費・市町交付金 ＋4.8 億円、 

滋賀県知事選挙執行費・市町交付金 ▲6.0億円、福利厚生施設建設費等償還 ▲2.3億円 
 

         

 
          

展示交流空間再構築事業（琵琶湖博物館） ＋6.6億円、補助治山事業費 ▲7.9億円、 

最終処分場特別対策事業費 ▲3.7億円、新水質実験調査船整備 ▲3.2億円 
 
 

 

 

施設型給付・地域型保育給付費 ＋31.6億円、地域医療介護総合確保基金事業 ＋19.5 億円、 

地域子育て支援事業 ＋11.6 億円、地域密着型サービス等施設整備事業 ＋6.7 億円、 

介護保険給付費県費負担金 ＋6.6億円、子育て支援環境緊急整備事業 ▲36.7 億円、 

保育所運営費負担金▲15.3 億円、生活福祉資金貸付金補助 ▲6.5 億円 
 

   
 

 

滋賀発の産業・雇用創造推進プロジェクト事業 ＋2.2 億円、 

中小企業振興資金貸付金 ▲35.9 億円、緊急雇用創出特別推進事業 ▲12.7 億円 
 

 

 

農地中間管理事業促進費 ＋17.6 億円、農地中間管理事業推進基金積立金 ＋11.4 億円、 

世代をつなぐ農村まるごと保全向上活動支援交付金 ＋7.6億円 

総合政策費  ＋6億円（＋3.0%、㉗216億円 ← ㉖210億円） 

 

総務費 ▲3億円（▲1.6%、㉗207億円 ← ㉖210億円） 

 

琵琶湖環境費 ▲11億円（▲5.7%、㉗181億円 ← ㉖192億円） 

 

健康医療福祉費 ＋20億円（＋2.3%、㉗869億円 ← ㉖849億円） 

 

商工観光労働費 ▲47億円（▲17.4%、㉗222億円 ← ㉖269億円） 

 

農政水産業費 ＋53億円（＋34.7%、㉗206億円 ← ㉖153億円） 

 

議会費

1,274 

(0.2%)

総合政策費

21,588 

(4.0%)
総務費

20,650

(3.9%)

琵琶湖環境費

18,105 

(3.4%)

健康医療福祉費

86,896

(16.1%)

商工観光労働費

22,183

(4.1%)

農政水産業費

20,555 

(3.8%)

土木交通費

47,732 

(8.9%)
警察費

31,445 

(5.9%)

教育費

136,238 

(25.3%)

災害復旧費

1,227 

(0.2%)

公債費

81,842 

(15.2%)

諸支出金

48,685

(9.0%)

予備費

130 

(0.0%)

歳 出 合 計

5,385億 5千万円

（単位：百万円）
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土木補助公共事業費 ＋10.0 億円、国直轄事業費負担金 ＋4.1億円、 

土木単独公共事業費 ＋1.0 億円、草津川跡地整備事業費 ▲2.1億円  
 

 
 

警察署移転新築整備 ＋9.2 億円、警察署長公舎整備 ＋1.3億円、 

交通管制センター整備経費 ＋1.3億円  
 

 
 

県立高等学校再編事業費 ＋17.1億円、学習船建造事業費 ＋10.6 億円、 

特別支援学校児童生徒増加対策事業 ＋5.8億円、天井等落下防止対策費 ＋5.6 億円、 

高等学校文化祭事業費 ＋1.5 億円、県立学校耐震対策費 ▲7.4億円  
 

 
 

元金 ＋2.9 億円、利子 ▲7.8 億円  
 

 
 

団体営農地農業用施設災害復旧事業費 ▲22.6 億円、補助土木施設災害復旧事業費 ▲5.2 億円 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 歳出総額に占める性質別経費の割合は、「人件費」が 1,696 億円で 31.5%と最も大きく、前年度よ

り 9 億円（0.5％）増加しています。これは、平成 26 年度の人事委員会勧告の実施に伴う増（＋11

億円）などによるものです。「扶助費」は 489億円、全体の 9.1%で、社会保障関係費の充実や自然増

等により前年度に比べ34 億円（7.5%）増加しています。また、「公債費」は 818億円、全体の15.2%

で、利子等の減により、前年度より 6億円（0.7%）減少しています。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた、いわゆる「義務的経費」の歳出総額に占める割合は、55.8％で、

前年度に比べ 1.7ポイント低下しています。 

「投資的経費」は 768億円で、全体の 14.3％を占めており、高等学校建設費等の「普通建設事業費」

が増加する一方で、団体営農地農業用施設災害復旧事業費等の「災害復旧費」が減少することにより、

全体として 3億円（0.4%）減少しています。 

また、「一般行政費」では、地方消費税の税率引上げ分の影響が平年度化することに伴って、市町交付

金や都道府県清算金が増加することなどにより、212億円（20.5％）増加しています。 

土木交通費 ＋17億円（＋3.8％、㉗477億円 ← ㉖460億円） 

。８ 

警察費 ＋19億円（＋6.6%、㉗314億円 ← ㉖295億円） 

 

教育費 ＋38億円（＋2.9%、㉗1,362億円 ← ㉖1,324億円） 

 

公債費 ▲6億円（▲0.7%、㉗818億円 ← ㉖824億円） 

 

（エ）歳出予算（性質別）の構成図 

人件費（教育費）

116,358 

(21.6%)

人件費（警察費）
23,971(4.5%)

人件費（その他）

29,303(5.4%)

扶助費

48,865 

(9.1%)公債費

81,757 

(15.2%)

普通建設

事業費

75,657 
(14.1%)

災害復旧事業費

1,147 

(0.2%)

一般行政費

124,223 

(23.1%)

貸付金

26,606

(4.9%)

その他

10,663 

(1.9%)

義務的経費

300,254 

(55.8%)

投資的経費

76,804 

(14.3%)

その他の経費

161,492 

(29.9%)

歳 出 合 計

5,385億 5千万円

（単位：百万円）

人件費計

169,632

(31.5%)

災害復旧費 ▲30億円（▲70.5%、㉗12億円 ← ㉖42億円） 
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Ⅱ 主な特徴  

     県税は、地方消費税率引上げ等を反映し 3 年連続の増加 
 
県税収入は、対前年度当初予算比 109億円増（＋7.7%）の 1,520億円で、3年連続の増加とな

る見込みです。なお、基幹税目である個人県民税と法人二税の状況等は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 

26年度当初予算

1,411

27年度当初予算

1,520

個人県民税 515

個人県民税 510

法人二税 378

法人二税 407

123

209

120

122

182

180

93

92

545  
603  695  686  452  432  571  

410  394  

433  494  583  661  
725  

396  
222  

312  282  310  
378  407  

245  
251  

274  

267  

251  
232  

241  

235  
229  216  

216  

252  

494  

533  

501  

445  

450  469  
488  

515  

510  

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

400

800

1,200

1,600

2,000

平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

(億円) (％) 

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移 

1,286 

1,202 

1,477 

1,885 

1,790 

法人二税 

県 税 に 占 め る 
法 人 二 税 の 割 合 

個人県民税 

県 税 に 占 め る 
個人県民税の割合 

その他の税 

(年度) 

1,273 
1,310 

◆主な税目の状況 

三位一体の改革
による税源移譲 

地方法人特別税の
導入（法人事業 
税の一部国税化） 

1,411 

(億円) 

地方消費税 軽油引取税 自動車税 その他の税 

1,520 
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       地方交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な地方

交付税は減少。一般財源総額についても前年度を下
回る見込み。  

 

地方交付税は、対前年度当初予算比で20億円減（△1.7%）の1,140億円、地方交付税の振替

措置である臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税についても、対前年度当初予算比で 127

億円減（△7.9%）の1,483億円となり、前年度を下回る見込みです。 

また、これらに県税、地方譲与税、地方特例交付金を加えた一般財源総額についても、前年度当

初予算比で24億円減の3,260億円で、前年度を下回る見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

H26

H27

地方交付税 1,160  

地方交付税 1,140  

臨時財政 

対策債 

450 

臨時財政 

対策債 

343  

県  税 1,411  

県  税 1,520  

地方譲与税 256  

地方譲与税 250  

地方特例 

交付金 

7 

地方特例 

交付金 

7 

（億円） 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

1,480  
1,360  1,418  

1,252  
1,185  

1,071  
958  

871  917  

1,108  1,132  1,122  1,134  1,160  1,140  

100  
201  

411  

296  

228  

206  

186  
227  

458  

661  
501  494  502  450  

343  

（億円） 

（年度） 

地方交付税および臨時財政対策債の推移 

 

412 
326 302 

458 656 
498 

870 

982  

800 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

H21当初 H22当初 H23当初 

（億円） 県債発行額（一般会計） 

当初予算における一般財源総額 

（注）平成 25 年度までは決算額、平成 26 年度は２月補正（国経済対策分）後予算額、平成 27 年度は当初予算額です。 

臨時財政対策債 

地  方 

交付税 

実質的な地方交付税 1,610 

実質的な地方交付税 1,483 （△127） 

 

3,260 億円 
（△24 億円） 

3,284 億円 
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      公債費や社会保障関係費などの裁量が少ない経費が 

増加  
 

過去に発行した県債の返済のための公債費や、国民健康保険や介護保険等の社会保障関係の法令

に基づく県負担金など、県の裁量が少ない義務的経費が年々増加傾向にあります。 

この結果、投資的経費をはじめとする政策的経費が圧迫され、財政が硬直化した状況が続いてい

ます。 

  

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

77.7  80.4  

7.8  

89.3  101.2  110.3  114.6  119.3  124.3  130.2  130.8  

83.1  87.0  
90.6  96.6  

101.0  105.2  
112.8  118.3  122.8  129.5  

26.3  30.0  
30.5  

30.5  
33.8  

34.0  
39.3  

39.6  
39.8  39.2  

71.3  
72.4  

67.8  
73.9  

78.1  
77.9  

91.2  
91.7  

100.3  107.7  

258.4  
269.8  

286.0  
302.2  

323.2  331.7  

362.6  
373.9  

393.1  407.2  

（億円） 

（年度） 

主な社会保障関係費の状況 

(注) 1 平成25年度までは決算額、平成26年度は2月補正(国経済対策分)後予算額、平成27年度は当初予算額です。 

     2 「国民健康保険関係経費」には、国民健康保険調整交付金、国民健康保険基盤安定対策費負担金、高額医療費共同事業負担金を計上し、 

    「後期高齢者医療費対策関係経費」には、後期高齢者医療給付費県費負担金、後期高齢者医療基盤安定対策費負担金、後期高齢者医療高 

    額医療費県費負担金を計上しています。 

国民健康保険

関係経費 

児童手当負担

金・子ども手当

負担金 

介護保険給付

費県費負担金 

後期高齢者医

療費対策関係

経費 

老人医療給付費 

県費負担金 

559 
616 644 

676 695 
694 

664 678 704 729 
752 753 

781 764 
797 824 818 

6,104 
5,802 5,960 

5,614 5,492 
5,285 

5,027 4,950 4,922 5,057 
5,323 5,226 

5,027 4,848 
5,093 5,245 5,386 

9.2% 
10.6% 10.8% 

12.0% 
12.7% 13.1% 13.2% 13.7% 

14.3% 14.4% 14.1% 14.4% 
15.5% 15.8% 15.7% 15.7% 

15.2% 

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

歳出総額と公債費の推移 

公債費 

その他歳出 

歳出総額に占める公債費の比率 

（注） 平成25年度までは決算額、平成26年度は2月補正（国経済対策分）後予算額、平成27年度は当初予算額です。 

(億円） 
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      プライマリーバランスは、当初予算比較で２年連続 

で黒字を維持 
 

プライマリーバランスは、県債以外の歳入で、県債元利償還金を除いた歳出をまかなえるかどう

かを示す基礎的財政収支のことで、これが黒字であれば財政の中長期的な持続可能性を保つことが

できるとされています。 

平成 27年度当初予算では、２年連続で黒字を維持し、財政収支の改善を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  
平成 27年度のプライマリーバランスのイメージは、下図のとおりです。 

 

68 

△10 
△101 △130 △136 

△4 

28 27 26 

△113 

△219 

△7 
△63 △50 

15 19 95  127  

279  

158  
224  234  213  

253  
345  

437  
491  

421  450  465  
362  

5,252  

5,134  

4,864  

4,643  4,594  

4,420  

4,395  4,400  
4,217  

3,982  3,964  

4,184  
4,063  4,097  

4,345  

4,587  

5,184  

5,144  
4,965  

4,773  4,730  

4,424  

4,367  4,373  
4,191  

4,095  4,183  4,191  4,126  4,147  

4,330  
4,568  

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

△400 

△200 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

(億円) (億円) 

(年度) 

プライマリーバランスの推移（当初予算ベース） 県債除く歳入額 

元利償還金除く歳出額 

臨時財政対策債を地方交付税とみな

した場合のプライマリーバランス 

プライマリーバランス 

県税収入等 

（県債以外の収入） 

県債の元利償還金 

を除く支出 

4,587億円 

県債の元 
利償還金 

4,568億円 

県債発行に
よる収入 

歳  入 歳  出 

県債を除いた県税等
の歳入で、その年度
の行政サービスに必
要な歳出をまかなうこ
とができています。 

歳入（県債除く）が歳出（元利償還金
除く）を上回っていることから、プラ
イマリーバランスは黒字となります。
（＋19億円） 

本来、地方交付税として交付されるべき
臨時財政対策債を県債ではなく、地方交
付税とみなすと、プライマリーバランス
は、さらに黒字となります。（＋362億円） 

 

プライマリーバランスが黒字 

 

 

臨時財政対策債 343億円
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臨時財政対策債を除く実質的な県債は、発行額は増加 

傾向であるものの、残高は減少傾向 
 

県債発行額は 798 億円で、対前年度当初予算比 10 億円（▲1.2%）の減となっています。これ
は、高等学校建設費や学習船建造事業費の増、財源対策として、退職手当債の発行を見込む一方、
臨時財政対策債の発行額を対前年度当初予算比107億円減の343億円としたことなどによるもの
です。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
県債残高は年々増加しており、平成 27 年度末には 1 兆 842 億円になる見込みです。県ではこ

れまでから県債残高の減少に努めてきましたが、臨時財政対策債の占める割合が依然として高く、

これが県債残高の増加に大きく影響しています。 

臨時財政対策債の残高 4,329 億円を除く、実質的な県債残高は 6,513億円で、６年連続で減少

する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 
 
・ 臨時財政対策債は、本来、国が地方交付税として交付すべきものですが、地方交付税の 

財源が不足していることから、地方が国に代わって借金しているものです。 

・ 臨時財政対策債の元利償還金は、後年度に全額地方交付税の基準財政需要額に算入され 

ます。 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

7,465  7,692  7,904  7,842  7,682  7,567  7,508  7,438  7,492  7,496  7,245  6,967  6,721  6,547  6,529  6,513  

100  301  

713  1,008  1,234  1,421  1,568  1,744  
2,135  2,715  3,124  3,531  3,898  4,180  4,329  

7,465  7,792  
8,205  

8,555  8,690  8,801  8,929  9,006  9,236  
9,631  9,960  10,091  10,252  10,445  10,709  10,842  

(億円) 

(年度) 

県債残高の推移     

(注)  平成25年度までは決算額、平成26年度は2月補正（国経済対策分）後予算額、平成27年度は当初予算額に基づく各年度末 

   現在高です。 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H22当初 H23当初 H24当初 H25当初 H26当初 H27当初 

326 301 354 357 358 
455 

656 

498 
484 500 450 

343 

982  

799 838 857 808 
798 

（億円） 

県債発行額（一般会計） 

臨時財政
対 策 債 
＋149 

実質的な 
県 債 
▲16 

◇臨時財政対策債 

H26→H27 ▲107 億円 

◇実質的な県債（臨時財政対策債以外） 

H26→H27  ＋97 億円 
 
・退職手当債        ＋40.0 億円 

・高等学校建設費     ＋18.7 億円 

・学習船建造事業費   ＋ 8.0 億円 
・展示交流空間再構築  ＋ 5.1 億円 

 （琵琶湖博物館） 
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      財源不足等に対応する基金残高を確保  
 

年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金と借入金の返済に備えるための県債管理基

金は合計で62億円取り崩すこととしており、平成27年度末の残高は両基金あわせて183億円と

なる見込みです。 

また、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金については、国の経済対策

関連基金事業の進捗に伴い、総額としては減少する見込みですが、平成 27 年度も引き続き各事業

に充当し、活用することとしています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平4 平5 平6 平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

78  88  98  96  96  90  80  80  80  83  42  73  47  53  46  50  
23  37  

75  98  145  181  142  105  

769  716  660  607  585  528  

357  
303  318  270  

108  

185  
182  171  146  145  

106  
37  72  

86  
102  

119  
103  

78  

650  

595  

519  

426  
401  

371  

362  
383  397  460  

397  

383  

308  
275  

281  249  326  

644  

613  
497  

442  
412  

305  

252  

1,497  

1,399  

1,277  

1,129  

1,082  

989  

799  766  
795  813  

547  

641  

537  
499  473  

444  455  

718  
760  

681  689  712  

550  

435  

（億円） 

（年度） 

基金残高の推移（一般会計）  
特定目的基金 

県債管理基金 

財政調整基金 

（注）平成25年度までは各年度末現在高であり、平成26年度は2月補正(国経済対策分)後予算額、平成27年度は当初予算額 
  に基づ く各年度末現在高見込額です。 

■平成 27年度末現在高見込み
 

財政調整基金          10,546 

県債管理基金           7,759 

福祉・教育振興基金         7,333 

琵琶湖管理基金          3,246 

環境保全基金             512 

森林整備担い手対策基金          873 

介護保険財政安定化基金       630 

後期高齢者医療財政安定化基金    507 

ふるさと・水と土保全基金     1,196 

農地中間管理事業推進基金      331 

近江大橋等維持修繕基金      1,038 

学習船建造基金           438 

国民体育大会・全国障害者スポ  2,558 
ーツ大会運営等基金 

文化財保存基金          868 

平成 27年度末現在高 

県債管理基金  78億円 

財政調整基金 105 億円 

計    183 億円 

主な基金の状況 

■平成 27年度中の取り崩し予定額  

財政調整基金            3,600 

県債管理基金           2,614 

福祉・教育振興基金        1,000 

東海道新幹線新駅地域振興等基金  375 

琵琶湖管理基金          545 

環境保全基金           365 

琵琶湖森林づくり基金        854 

地域医療介護総合確保基金    1,954 

後期高齢者医療財政安定化基金    241 

地域医療再生臨時特例基金       470 

子育て支援対策臨時特例基金    378 

緊急雇用創出事業等臨時特例基金  340 

農地中間管理事業推進基金        2,066 

鉄軌道関連施設整備促進等基金   324 

学習船建造基金          286 

平成４年度末の財政調整基金
および県債管理基金の現在高
は、過去最大の 847億円 



　引上げ分の地方消費税収 百万円

　※社会保障財源化分の市町への交付金を除いています。

　社会保障施策に要する経費 百万円

（単位：千円）

○上記①のうち、社会保障施策の充実に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

＜主な施策の内容＞

・子ども・子育て支援新制度への移行に伴う経費 千円

・地域医療介護総合確保事業に要する経費 千円

・国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充に要する経費 千円

・国民健康保険への財政支援の拡充に要する経費 千円

・難病・小児慢性特定疾患にかかる助成制度に要する経費 千円

・介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化に要する経費 千円

○上記①のうち、社会保障施策の充実以外の使途に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

・社会保障の安定化分として、既存の社会保障施策に要する経費 千円

　（介護保険給付費負担金、障害者自立支援給付費等負担金など）

・消費税率の引き上げに伴う社会保障経費の増（公経済負担分） 千円

62,688

9,996

38,426

2,300,805

651,254

400,485

168,911

953,129

99,136

849,992

5,202,767

350,171

高 齢 者 福 祉 事 業 1,504,057 678,112 412,489 413,456

分野 事　業　区　分

社会

福祉

生 活 保 護 事 業 1,035,768

児 童 福 祉 事 業 10,062,806

母 子 福 祉 事 業 368,040

障 害 者 福 祉 事 業

社会

保険 国 民 健 康 保 険 事 業 11,020,948

介 護 保 険 事 業 12,907,431

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 13,633,991

小 計 37,562,370

小 計 3,650,039

8,463,195

低 所 得 者 支 援 事 業 40,000

そ の 他 1,372

小 計 21,475,238

合 計 62,687,647

3,445,224

保健

衛生

医 療 に 係 る 施 策 事 業 1,187,172

感染症その他の疾病予防対策 2,301,051

そ の 他 161,816 446

6,037,602

40,624

3,081,688

24,738

763,292

30

138

65,315

0

754,300

1,170,471

121,476

1,037,206

39,700

2,082,140

157,369

0

(内訳）

221,826

6,662,697

270

444,923

510,238

1,846,054

1,653,353

1,558,824

5,058,231

6,057,585

引上げ分の地方消費税収が充当される社会保障関係施策に要する経費

333,736

31,993,901

280,588

645,197

923,533

財　源　内　訳

特定財源

（国庫補助金等）

11,630,244

614,770

9,996,000

一　般　財　源

引上げ分の

地方消費税①
その他

1,234

349,947

4,001

4,322,999 13,707,015

386,319

歳　出

歳　入

11

5,552,938

4,443,062

9,109,579

11,254,078

46,654,045

経　費

 

 社会保障と税の一体改革により、地方消費税の税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充実・
安定化に活用することとしています。 
 平成27年度当初予算における状況は次のとおりです。 

 地方消費税の税率引上げによる増収分の活用について 



1,607 1,494 1,449 1,590 1,565 
1,283 1,299 1,365 1,442 1,575 1,913 1,824 

1,370 1,365 1,369 1,352 1,392 1,411 1,520 

884 855 767 543 751 
882 855 705 629 

649 

629 810 

998 928 759 771 840 808 798 

1,180 
1,255 1,516 1,610 1,480 

1,360 1,418 
1,252 1,185 1,071 

958 871 
917 1,108 

1,132 1,122 1,134 1,160 1,140 

2,405 2,481 
2,455 2,165 

2,240 
2,169 1,989 

2,034 
1,813 1,702 1,464 1,575 2,078 1,878 

1,798 1,652 
1,785 1,866 1,928 

6,076 

6,085 6,187 
5,908 6,036 

5,694 
5,561 

5,356 
5,069 4,997 4,964 

5,080 
5,363 5,279 

5,058 
4,897 

5,151 5,245 
5,386 

6,286 

6,866 

7,308 
7,465 

7,792 

8,205 

8,555 
8,690 

8,801 8,929 9,006 
9,236 

9,631 

9,960 10,091 
10,252 10,445 

10,709 
10,842 

7,692 7,904 7,842 
7,682 

7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 
7,245 

6,967 
6,721 

6,547 6,529 6,513 

989 
799 766 795 813 

547 
641 537 499 473 444 455 

718 760 
681 689 712 550 435 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

（億円） 

（年度） 

歳入決算額、県債残高および基金残高の推移（一般会計） 

 その他歳入 

 地方交付税 

 県債 

 県税 

県債残高 

県債残高（臨時財政対策債除く） 

基金残高 

（注） 1 県債は、借換債を除いています。 

    2 平成25年度までは決算額、平成26年度は2月補正（国経済対策分）後予算額、平成27年度は当初予算額です。 

    3 県債残高および基金残高は各年度末現在高であり、平成26年度および平成27年度は見込額です。 



1,714 1,741 1,763 1,797 1,800 1,824 1,806 1,764 1,730 1,720 1,746 1,732 1,739 1,738 1,735 1,710 1,700 1,687 1,696 

201 215 229 263 286 296 282 291 284 326 353 366 368 394 414 416 437 455 489 

491 542 585 
632 652 685 708 718 684 683 700 746 758 765 794 776 808 824 818 

1,968 1,714 1,470 1,385 1,419 1,273 1,182 1,141 
930 909 870 751 631 618 598 587 645 730 757 

9 
8 

9 8 7 
7 

7 8 

8 6 9 6 
6 6 6 8 

8 
41 11 

542 744 
702 778 752 750 

704 717 

720 754 775 
745 

777 793 829 773 
761 

829 
1,043 

978 

904 1,071 933 
880 

814 
792 809 

752 652 620 
590 573 632 608 

631 595 
587 

572 

5,903 5,868 5,829 
5,796 

5,796 5,649 
5,481 5,448 

5,108 5,050 5,073 
4,936 

4,852 
4,946 4,984 

4,901 4,954 
5,153 

5,386 

40.8% 

54.0% 
55.8% 

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 

(億円) 

(年度) 

  当初予算額の推移（歳出性質別） 

その他 

補助費等 

災害復旧事業費 

普通建設事業費 

公債費 
扶助費 

人件費 

義務的経費構成比 
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務
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平16定数 平17定数 平18定数 平19定数 平20定数 平21定数 平22定数 平23定数 平24定数 平25定数 平26定数 平27定数 

3,619 3,529 3,469 3,404 3,316 3,207 3,165 3,137 3,092 3,066 3,051 3,051 

80 80 79 79 78 78 78 78 78 78 78 79 

314 305 300 297 297 279 265 265 263 274 278 288 

79 79 78 77 77 76 76 69 69 69 69 69 

836 867 877 877 877 888 953 971 1,009 1,035 1,054 1,077 

8,005 7,989 7,958 8,053 8,114 8,127 8,141 8,236 8,259 8,325 8,319 8,257 

4,040 3,994 3,952 3,886 3,886 3,854 3,873 3,905 3,962 3,974 3,998 3,994 

2,458 2,496 2,514 2,512 2,509 2,516 2,519 2,523 2,529 2,538 2,538 2,552 

19,431 19,339 19,227 19,185 19,154 19,025 19,070 19,184 19,261 19,359 19,385 19,367 

（人） 

警察本部 

県立学校 

小・中学校 

知事部局 

行政委員会 

病院事業庁 
企業庁 

教委事務局 

国
基
準
関
連
分
野
が
全
体
の
75
％
以
上
を
占
め
る 

 平成16年度～27年度 部門別定数 

 【総  数】  平16定数 19,431人  →  平27定数 19,367人  ▲ 64人 
 

 【知事部局】  平16定数  3,619人  →  平27定数  3,051人  ▲568人 


